
 

 

大規模災害における循環器病診療の体制と手法の確立に関する多施設共同研究

研究分担者

研究要旨：
沿岸地域に未曽有の被害をもたらした。地震と循環器疾患との関連性につ
いては、阪神淡路大震災をはじめ様々な地震の後に循環器疾患が増加する
との報告がなされてきた。また地震の震度と脳
されている。しかしながら、東日本大震災では大規模の地震に加え、津波
被害およびそれによるストレス体験が循環器疾患の発症と予後に大きな影
響を及ぼしていると推測される。東北地方は高血圧や脳卒中等の循環器病
の発症が多い地域であるが、そこに今回、被災によるストレスや生
生活習慣の変化が加わり循環器病の発症と予後への悪影響が懸念されてい
る。そこで今回、震災直後の循環器病の発症の推移を明らかにすることに
より、将来に起こりうる大規模災害に備えた基礎データを蓄積することを
目的とした。すなわち
の発症状況を明らかにすし、
るかどうかを探索的に検討し、
通じて大規模災害における循環器病診療体制と手法を確立すること
（図１）
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図８ 震災直後の院内死亡率の変化
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Ｄ．考察 
本研究により、東日本大震災発災後に
は多くの心血管疾患が様々なパターン
で増加したことが明らかとなった。震
災による恐怖体験、住環境の変化、外
傷、不眠などにより、多大なる身体的・
精神的ストレスが生じ、心血管疾患が
増加したと考えられる。またこれらに
加えて発災直後の物流停止により生じ
た内服薬の不足や、塩分を含む保存食
の摂取も心血管病の増加に寄与した可
能性もある。特に今回の検討では、従
来報告されてきた心筋梗塞やタコツボ
心筋症の増加ではなく、心不全、特に
高齢者における心不全の増加が明らか
であった点は興味深い。また津波災害
を受けたと想定される沿岸部における
肺炎の増加が遷延したことも貴重な発
見であり、今後の災害(後)医療に大き
く貢献する内容となった。また宮城県
心筋梗塞対策協議会データベースを用
いた検討では東日本大震災により、
我々は AMI救急医療体制に関するこ
れらの重要な疑問点について検討する
機会を得た。その結果、東日本大震災
直後は平常時と比べて発症から医療従
事者と最初に接触するまでの経過時間 
“Patient delay”の短縮と Primary 
PCI施行率の増加を含めた AMI救急
医療体制の改善が認められ、それが原
因となって震災後の AMIの院内死亡
率が改善した可能性が示された。地
震・津波といった大災害が AMIの救急
医療体制にどのような影響を与えるか
について宮城県全域という広範囲を網
羅して対象とする検討はこれまでに行
われておらず、災害医療分野において
非常に意義の高い研究となった。最後
に CHART-2研究登録症例におけるア
ンケート調査結果の検討では大震災後
半年の時点において高率に PTSD 保有
例が認められることが明らかとなった。
PTSD 保有症例では高齢であり、女性の
割合が高く、両群において左室収縮率
や BNP 値に有意差を認めないものの予
後は不良であった。また男女ともに
PTSD は予後不良と関連したが、その発
症関連因子には性差を認め、PTSD 予防
においては男女差を考慮した対策が必
要である可能性が示唆された。これま
で大災害後の心的ストレス障害の検討
において PTSD と予後との関連に言及
した報告はなく、臨床上意義の高い研
究となった。 

 

Ｅ．結論 
 本研究により、東日本大震災被災地
における心不全をはじめとした心臓疾
患症例の実態が明らかになった。今後
継続して更なる追跡調査を行い、かつ
阪神大震災のデータと比較検証を行う
ことにより今後の災害医療に貢献する
貴重な成果の発信が可能と考えられた。 
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